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ここ数年の住宅・建材業界の動向を見る

と、全体的に需要が伸び悩み厳しい状況にお

かれている。

市場動向を見ると1996年の新設住宅着工戸

数164万戸をピークに年々市場は縮小し続け

ており、今後も人口動態の側面から、更なる

縮小が見込まれている。

住宅・建材業界の基礎指標となる新設住宅

着工戸数の動向を見てみると、2008年（暦年）

の新設住宅着工戸数は109万戸（前年比3.1％

増）となっている。このことは、1998年から

2006年までの新設住宅着工戸数が、およそ平

均120万戸台で推移してきたことを考慮する

と、住宅・建材業界にとって未曽有の危機的

状況に直面していると考えられる。

2007年（暦年）の新設住宅着工戸数106万戸

も含め、年間110万戸台を割り込むことは、

経済が成熟化し始めた1970年代初頭に並ぶ低

水準の着工数まで落ち込んでいると言うこと

である。

近い将来も、少子高齢化の時代の到来とい

われているように、第一次住宅取得者層も含

め、国内人口の減少が見込まれており、量的

拡大を前提に発展してきた住宅産業構造の転
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住宅・建材企業に
長期的に求められるグローバル化
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換が迫られている。

人口動態を基に世帯数など勘案し、ＧＤＰ

成長率は年2～3％程度の安定した状態を維持

するものと仮定し、今後の新設住宅着工戸数

を試算していくと、2010年以降は、2015年ま

で、増加と減少を繰り返しながら、平均年率

2％ずつの市場規模の減少、2015年以降は、

増加と減少を繰り返しながら、年率3％ずつ

の市場規模の減少が見込まれるものと予想す

る。2015年で約100万戸、2020年では約85万

戸程度で推移するものと予想される。

現在の国内の住宅・建材産業規模を維持す

るためには、単純に年間20万戸～35万戸分

（約1兆5,000億円～3兆5,000億円規模）の需要

を新築以外の産業で補完することでしか、収

益確保は困難な試算となる。その中で、住

宅・建材産業はどういった市場に需要喚起す

る機会を得るのか考えてみたい。

住宅産業の打ち手となる方向性である、需

要創造のオプションは 3つと考えられる。短

期的には「空間提案」による新しいライフス

タイルの提案、中期的にはリフォーム市場の

創造、長期的には海外市場の開拓である。

現状、中期的な展望であるリフォーム市場

は、日本経済の先行き不透明感から伸び悩ん

でおり、新築をカバーするまでの本格的な市

場形成にはいたっていない。

一方で、長期的な施策である海外市場の開

拓に関しての現状も、建材関連企業は中国な

ど海外進出したものの、新興国では市場形成

の初期段階にあり、採算ベースにのっている

企業は少なく不透明な情勢である。

しかし、今後の世界的な住宅・建材の需要

環境を考慮すれば、米国、カナダ、豪州など

の先進国市場においては、現在金融危機に見

舞われ消費マインドが落ち込んでいるもの

の、伝統的マインドとして持家志向が強く、

持家はマイホームドリームの象徴となってい

ることから、景気の回復とともに再び住宅需

要が顕在化（特に、住宅着工指数は諸外国の

経済指標の景況感を表す重要な位置を占めて

いる）してくると見られる。

また、中国など新興国においては所得の向

上などにより、住生活への新たな欲求が生ま

れてくるものと見られる。具体的には、数年

前に当時としては、価格が高く需要が少なか

った外資系大手スーパーや外資系ファースト

住宅・建材企業に
長期的に求められるグローバル化

建材市場規模推移
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フード、アパレル業界などの産業が、所得の向

上につれ、現在、大きな成功を収めているよ

うに、衣食から住への欲求といった大きなう

ねり事象は、今までの経済発展の歴史的な経

緯からいっても大きくなると考えられる。

中進国での戸建住宅需要を見ると、2007年

韓国で戸建住宅10万戸弱（多世帯含む）、台

湾でも戸建住宅15万戸（多世帯含む）程度で

あると見られる。2030年には、韓国では、25

万戸～30万戸程度の戸建住宅の供給目標があ

るようだ。台湾でも、2020年には、韓国ほど

ではないものの20万戸台程度の需要は見込め

るようだ。

住宅・建材産業は比較的ロジスティックス

が短い産業である。将来的な中国市場の取り

込みを視野に入れるのであれば、所得も高く、

住生活ニーズの高い韓国・台湾市場で、現地

企業との提携などにより実績をつくり、資金

力や人材力をつけた上で中国への進出といっ

た、時間的、地理的に韓国・台湾を中国への

橋頭堡と位置づけ展開したほうがリスクは軽

減されよう。

韓国では、1988年のオリンピックから20年

たって集合住宅から戸建住宅への政策が採られ

た。中国は現在は政策上の問題により、ここ数

年は戸建住宅の供給は困難ではあると想定され

る。現在の経済成長率を維持できれば、2008年

のオリンピックから10年～15年後程度の2020

年頃には都市部での集合住宅供給が一巡、戸

建住宅政策が解禁になるものと見られる。

韓国は国土が狭く、ソウル首都圏に人口が

偏っているため、土地の供給的な問題で、戸

建住宅政策までに長い時間を要したものと見

られる。一方、中国では急速な所得の向上な

どに伴い、都市部での再開発によるマンショ

ンなどの住宅供給は進むものと思われ、広大

な土地や、自動車などの交通機関や道路など

のインフラも急速に整いつつあることから、

戸建住宅解禁も比較的早い時期に行われるも

のと考えられる。

特に、欧米からの中国への帰国者で欧米型

の住宅志向を持つ層を中心に、郊外への戸建

住宅の潜在的なニーズがあり、富裕層のステ

イタスとして認識されているようだ。

さらに、戸建住宅政策とともに、日本国内

市場と同様に、太陽光発電システムや燃料電

池など、新しい住環境市場の誕生が見込まれ

ている。

日系企業にとって付加価値の高い製品や空

間・トータルコーディネイト提案など、現地

企業とは差別化した市場提案をできる絶好の

機会であると考えられる。

リスクマネジメントの面では、住宅・建材

関連企業は、国内需要中心の構造から、国内

と海外のバランスの取れた企業への転換が期

待される。

世界の経済環境は、欧州圏のＥＵや東南ア

ジア圏のＡＳＥＡＮ、北米圏のＮＡＦＴＡな

ど、地域ごとに経済圏を形成しつつ、一体化

してきており、特に市場が国別から地域ごと

の経済圏の時代になってきている。日系企業

は、韓国、中国、台湾もしくはＡＳＥＡＮの

企業との競争に勝たなければ生き残れない時

代に来ている。

さて、長期的な施策である、住宅・建材産

業のグローバル化について見てみたいと思

う。

住宅・建材産業のグローバル化の着眼点は

２つあり、海外調達と海外開拓の観点である。

1つ目は、海外での木材の調達から生産・加

工など海外調達の観点。２つ目は、海外進出

など海外市場開拓での観点である。

現在、海外調達においてはグローバル化に

対応しており、住宅の主な原材料となる木材

や製材品、合板の大部分は海外調達に依存し

ている。

しかし、今後、環境問題や国内の林業振興策

による国産材活用の側面から、原材料である

木材の調達は海外から国内指向の流れとなっ

住宅・建材産業の
グローバル戦略構築
住宅・建材産業の
グローバル戦略構築
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てくる中で、合板生産工場など、海外で余剰と

なる設備を活用し、海外の市場に対してどう

いう手を打っていくのか。しかも、世界市場

から見た場合、日本向けの高付加価値・高コ

スト仕様の工場の活用方法とはどういったも

のか、工夫が必要となってくるかもしれない。

一方、海外開拓においては、他の産業と比

較してグローバル化が進んでおらず、国内市

場を補完する意味合いでの海外市場での新市

場開拓が期待されている。

しかし、海外は日本のようには流通網が構

築されていないため、海外市場ではゼロから

のスタートである。よりよいパートナーを見

つけるとともに、ホームセンターのような直

販指向の流通網を構築していくのか、それと

も、日本のような多段階流通網をじっくり構

築していくのか、グランドデザインをしっか

り持つ必要があるものと見られる。

調達のグローバル化に与える影響の１つ目

は、環境と資源の両立である。多くの住宅・

建材の原材料となっている森林資源について

は、環境問題との関連で、世界的に木材の管

理の枠組みが形成されつつある点である。２

つ目は、逆輸入や三国間貿易など、日本市場向

け建材商品のコストダウン供給目的、３つ目

は、地産地消型の新興国国内向け内販目的で

ある。

１つ目の点に関しては、森林資源保護の観

点から森林保全活動を推進する、ＦＳＣ（森

林管理協議会）による森林認証制度の普及が、

森林資源の活用のグローバル化に拍車をかけ

ている。森林認証制度は、主に「ＦＭ（森林

管理・経営）認証」と「ＣｏＣ（認証森林の

林産物が加工する過程で、生産・流通・加工

工程の管理）認証」の 2つの要素からなって

おり、日本の各企業は、輸入材に関しては主

に「ＣｏＣ認証」への取り組みを行っている。

一方で、日本の森林に合わせたＳＧＥＣ

「『緑の会議』認証会議」による森林認証制度

により、持続可能な森林経営を通じた国産材

活用が取り組まれている。

このように、社会的・法的な側面から、認

証制度の普及による森林資源の活用のグロー

バルスタンダード化と環境問題との兼ね合い

から、先進国における森林認証制度の利用は

将来的に義務付けられるものと想定される。

２つ目の影響である、輸入材の状況を見て

みると、現在、南洋材、北米材、欧州材、ロ

シア材、豪州材、ＮＺ材など、全世界から木

材を調達し活用している。その中で、国内業

界では輸入材活用から国産材活用の方向にシ

フトしてきている。環境問題に対する世界か

らの圧力や、為替の問題、木材だけでなく輸

送や加工などで使用される石油などの不安定

な価格相場のリスクを軽減する意味でも、国

内林業に関して、植林木の活用、山林経営で

発生する間伐材の活用など、国内林業の活性

化の推進が期待されている。また、雇用の受

け皿の側面からも国内林業の活性化が期待さ

れている。

しかし一方で、全面的な国産材へのシフト

には困難が伴う。国産材の持つコスト高など

のリスクや国内需要の減少が見込まれる中で

の設備投資の問題、供給安定化の側面などが

あり、リスクの分散という観点から、国産材

と輸入材のバランスの取れた関係を維持する

ため、ある程度輸入材に頼る必要がある。今

まで、国内企業が海外の木材の生産設備に対

して多大な投資や高いレベルの技術協力をし

てきたことを考えると、それらを上回るだけ

の成果を享受していないこともある。また、

輸入材に関してもある一国に依存している

と、昨今のロシア材問題のように、伐採規制

や輸出制限、関税など国別の事情によるカン

トリーリスクも発生するので、そのようなリ

スクへの対応の面からも、調達のグローバル

化は継続していくものと見られる。

また、将来的に中国などの新興国の需要増

加も見込まれており、木材価格の高騰や資源

２０２０年調達における
グローバル化の展望
２０２０年調達における
グローバル化の展望
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確保競争は必至である。中東で日本の石油産

業が果たしてきた役割のように、今から、輸

入先と太いパイプをつなげ実績を続けていく

といったことも継続して行うことが望まし

い。

中国などで低コスト生産でき、比較的人材

の質が高く技術力を持つ国を活用した、原料

国⇒生産国⇒日本との間の三国間貿易では、

生産国（原料国）が主に価格指向の高いユー

ザーへの汎用品の生産拠点として役割を果た

している。

ちなみに中国に販売拠点を持つ日系建材問

屋で、中国市場向けに売れている商材では、

中国で生産し日本国内輸出向け製品の原材料

となる、ＪＡＳやＪＩＳなど日本の基準を満

たしたＦ☆☆☆☆などの合板など木材製品に

ニーズが大きいようだ。

このように日本国内市場向けの高付加価値

品へのニーズが生産拠点である生産国におい

ても高まっている。日本国内市場においては

国産材活用の一方で、低価格高品質ニーズを

求める時代の流れとして日本国内輸出向け建

材との競合が高まっている。

将来的には、日本国内向け輸出が減少する

中で、中継先国の所得向上により、中継先国

である生産国が現地国向けの生産拠点として

大きな役割を果たすものと見られる。

３つ目には、新興国のよりよい住環境ニー

ズである。かつてのＮＩＥＳ諸国であり、比

較的土地のある韓国、台湾などでは、戸建住

宅に関するニーズが高まっている。かつての

日本が高度経済成長期に公団住宅から戸建住

宅へ住環境に関するニーズが変化していった

ように、よりよい住環境に対するニーズが拡

大している。

さらに、供給面だけではなく、よりよい住

まい方への変化が見られている。具体的に、

韓国でも、シックハウスに対する対策が浸透

しており、日本のシックハウス対策商品の基

準であるＦ☆☆☆☆に相当するフォークロー

バー商品に対しての基準が求められている。

また、機能的にも高水準のものが要求されて

いる。そのことから、海外の日本向けの高水

準の木材製品が、多少高コストであっても、

グローバルスタンダードな高機能商品として

高いニーズがあるものと考えられる。

国内需要が減少していくものと考えられる

反面、マレーシアやインドネシア、タイ、ベト

ナム、中国などの新興国における住宅・建材市

場が所得の増加とともに拡大し、現在のマレ

ーシアやインドネシアなどにある生産拠点が

日本国内市場から新興国海外市場向けにシフ

トすることが見込まれる。

先述した 3つ目の理由に挙げたように、現

地市場のニーズは現地企業が即座に把握し、

すばやく商品を市場へ投入する時代に来てい

る。そのため、サプライヤーや適した人材、

為替などとの関連から、生産拠点の現地化が

進む傾向にある。

日系メーカーの中国市場での成功を見る

と、進出の時期によって、採るべき戦略があ

るようだ。

進出の初期には、大手デベロッパーとの関

係構築や大手ホームセンターへの納材強化な

どの取引実績を作り、早期に収益化を図る施

策が、採られている。

進出の成長期には、1級代理店の創設や提

携により、日系企業が得意とするチャネルの

構築を行うことが採られている。

そうした、チャネル構築を行いながら、①

製品力や技術力などを生かした中国国内にな

い商品の販売、②富裕層への浸透による早期

での収益確保、③繁華街やテレビでのブラン

ド構築のための広告宣伝、④低コスト化実現

できる競争力のある中国での生産設備の導

入、⑤ショールームによる空間提案・新ライ

フスタイル提案、⑥中小の代理店の組織化

（アフターサービスなどのフォロー拠点を含

む）やパートナーの選択・育成が採られてい

２０２０年販売における
グローバル化の展望
２０２０年販売における
グローバル化の展望
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る。

このように、日系メーカーの新興国市場で

の成功の鍵は「流通力」構築であると考える。

日系企業の得意技であり、日本国内市場にお

いて流通は、商流･物流機能のみならず、金

融や情報機能などを担い、製品の安定供給に

寄与してきた。日本と同じように多段階の流

通の仕組みを新興国でも構築することが将来

への安定した事業化に向けた布石であると考

える。

事業プロセスと収益性の関係を示した「ス

マイルカーブ現象（事業プロセスの川上に位

置している商品開発や部品製造の段階と、川

下にあたるメンテナンスやアフターサービス

の部分の収益性は高いものの、中間の製造段

階はあまり儲からない傾向がある現象）」か

ら言えば、商品力とメンテナンスやアフター

サービスが収益性を確保する鍵となる。

つまり、メンテナンスやアフターサービス

をきめ細かく展開することで、収益性ととも

にブランド力を構築していく。また、ショー

ルームも顧客基点の一部になってシナジーを

形成していく。

ホームセンター型のシステムを継続する

と、ホームセンターへの多大のリベートや人

材派遣などの費用負担が生じ、建材も価格勝

負となり不毛な競争を展開したり、将来的に

収益力低下や売上は拡大したけれども結果的

に儲からない要因となる可能性がある。また、

トータルコーディネイト提案による併売効果

も少なくなってくる。

商品面では顧客接点を多く持てば、自社ブ

ランドの構築を行うと同時に、顧客の声を反

映した商品を投入しやすくなるであろう。

アフターサービスは、ブランドを下支えす

る大きな要素である。代理店教育を重視し、

なじみのない市場でアフターサービスの大切

さを根気強く教育していくことが大きなポイ

ントとなる。新興国で成功しているメーカー

は、日本と同じく組織的な代理店の形成が成

功につながっているようだ。

市場が伸長していれば、自社だけでなく、

他の日系企業や欧米系企業、力をつけてくる

地元企業など、様々なプレーヤーが市場に参

入している。それが同時にパートナー選びも

大事になる。

新興国で事業拡大するには、日本と同様、

やる気のある代理店を探し、家一棟丸ごと建材

を扱える総合卸売業として長期的な視点で育

成を図りサポートしていくことが日系建材メ

ーカーの得意技であるし、2020年へ向けての

事業のグローバル化成功の近道であると考え

る。

新興国での市場開拓に際して、中国市場を

対象に、日系メーカーの動向を例に見てみる

と、失敗の要因は、①（技術力や日本国内での

ブランド力がある）日系メーカーというプラ

イドが逆機能、②意思決定や市場調査の面で

現地化を行っていない点であると、中国人経

営者へのヒアリングで答えが返ってきている。

日系建材メーカーサイドに立てば、少品種

大量生産により、早期に投資資金を回収し、

採算ベースにのせたい思惑がある。しかし、

日系建材メーカーが中国市場で展開するリス

クとして、中国建材市場は日本建材市場とは

異なるマーケットであり、中国市場の特色を

踏まえ、中国市場に併せて努力する必要があ

る。中国国内のユーザーの意見を採り入れず、

撤退した日系メーカーも多いようだ。

一般的に日系建材メーカーは日本で有名で

あっても中国での知名度は低い。ブランドが

無名の場合代金延滞発生対象になりやすく、

中国市場に対する不信感の連鎖する要因のひ

とつとなっている。

日系建材メーカーは、中国の商習慣、商流、

文化背景がわからないまま中国市場に参入す

ることはリスクである。中国で新商品での市

場開拓を行う際、人脈作り、販売ルート構築、

代金回収など目に見えないビジネス上のコス

２０２０年販売における
グローバル化の死角
２０２０年販売における
グローバル化の死角
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日本式住宅システムの海外展開予想図

トが生じる。

コストを吸収し成功するためには、徹底的

な現地化である、新興国市場でのマーケティ

ングや人材育成が急がれる。







10

R

高性能・新次世代型断熱材

「ミラフォーム」に特殊技術を加えることで、今まで押出法ポリスチレンフォームでは
限界とされていた断熱性能をさらにレベルアップすることに成功しました。

〔熱伝導率0.022W/m・K（23℃）〕
住宅の高性能化が推進される中、画期的断熱材として期待が寄せられています。

超高性能な断熱性
熱伝導率0.022W/m・K（23℃）を実現。
吸水性が低く安定した性能を発揮します。

環境・健康・安全対策 ノンフロン・ノンホルムアルデヒド・4VOC基準に適合。

優れた機械物性 ミラフォーム同様 曲げ強度（靱性）に高い性能を発揮。

項　目 単　位 A種硬質ウレタン
保温板2種2号 XPS3種b 測定法

密度
熱伝導率
圧縮強さ
曲げ強さ
吸水量

kg/m3

W/m・ｋ
Ｎ/cm2

Ｎ/cm2

g/100cm2

25以上
0.022以下
10以上
25以上
0.01以下

25以上
0.024以下
8以上
15以上
3.0以下

25以上
0.028以下
20以上
25以上
0.01以下

JISA 9511

■ 基本物性と比較

熱 熱

従来 ミラフォームΛ

ミラフォームΛ（ラムダ）の気泡写真

 熱が気泡膜を透過するイメージ
超高断熱化の実現

特殊気泡膜

高断熱のメカニズム

気泡形状による
熱伝導の抑制効果

気泡膜の新技術による
輻射熱の抑制・ガスバリア性UP

＋

限界を超越した断熱性能
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お問い合わせは　株式会社 J S P  建築土木資材カンパニー  住宅資材部　☎ 03-6212-6363 まで

項　目 単　位 測定法

熱伝導率
圧縮強さ
曲げ強さ
耐熱性
透湿係数

W/m・ｋ
Ｎ/cm2

Ｎ/cm2

g/100cm2

g/m2・h・mmHg

0.033
9.0
89.6
80以下
0.17

JISA 9511

測定値

■ 物性

※記載データは測定値であり、保証値ではありません。

遮熱＋通気＋断熱の三要素を兼ねそなえた総合部材。
折り曲げて、垂木に差し込むだけで通気層を確保 !

新登場！！新登場！！

1

2
3
4

5

6

屋根通気・遮熱の決定版!!

アルミ蒸着フィルムを面材に採用し、赤外線の
侵入を低減。
従来の通気用部材になかった断熱性能をプラス。
簡単折り曲げ形状により、垂木間への施工がラク。
剛性の高い発泡層と製品形状で通気層を確保。
野地板施工後やリフォーム等の後施工でも
使用可能。
発泡ポリスチレンの独立気泡構造に高い断熱
性能を長期保持。

垂木

■ 施工手順

アルミ側の溝部分を谷折り

アルミ面

ポリスチレン側の溝部分を山折り

垂木間に挿入

タッカーなどで固定

通気層を確保通気層を確保

410 or 320±5mm



新年度入りして３カ

月、平成21年度もまた

資材供給分野を含めた

住宅関連業界に大きく

影響する法制度・税制

改革が行われる。改正

省エネ法、長期優良住

宅普及促進法、住宅瑕

疵担保履行法等々の法改正である。すでに施行されている法令もあるが、これらの制度活用に

より、需要掘り起こしにつなげるためにも、そうした一連の制度改革の内容を概観してみた。

12

平成21年６月４日に施行されたのが「長期

優良住宅の普及の促進に関する法律」（長期

優良住宅普及促進法）。同法は「いいものを

つくって、きちんと手入れして、長く大切に

使う」というストック型社会の実現に向け、

長寿命住宅のあり方とその維持保全の方法を

まとめた自民党住宅土地調査会の「200年住

宅ビジョン」と題する政策提言がはじまり。

平成19年６月１日に福田内閣が長期戦略指

針・イノベーション25で、住宅の長寿命化を

目指し、技術開発や先導的なプロジェクトの

支援を行うと閣議決定されてスタート。昨年

11月19日の衆議院国土交通委員会で修正決議

されて、同月28日に参議院本会議で可決、成

立、この６月４日から施行されたもの。

修正された主な内容は、①国産材の適切な

利用が確保されるように配慮する、と“国産

材”を強調したほか、②木材の使用に関する

伝統技術の研究開発や普及③そのための人材

の養成及び資質の向上④必要な情報の提供⑤

地域の居住環境に配慮されたものなどとなっ

ている。

長期優良住宅は、所管行政庁に申請し、認定

基準をクリアする必要があるが、木造戸建て

住宅の場合、その認定基準は住宅性能表示項

目基準の耐久性や耐震性、省エネルギー性な

ど４項目（次頁表参照）から構成されており、

これらの面で優れていることが前提であるこ

とに加え、居住環境や住戸面積、定期的な点

検・補修などの維持保全計画が立案されてい

ることが必要。

もう一点は、住宅履歴の整備が認定の要件

となることだ。居住期間が長期に及ぶことか

ら、その住宅が第三者に売却されることも想

動きだした長期優良住宅 法
ストック型社会の実現へ

法制度・税制改革の動向法制度・税制改革の動向〈1〉

良いもの作って長く大切に

長期優良住宅普及促進法

普及
促進
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定しており、スムーズに中古流通ができるよ

うに、その住宅の定期点検や修繕工事の実施

状況などを記載した「住宅履歴書」が添付さ

れるようになる。

この長期優良住宅の認定基準を満たして認

定されると、税制面での優遇を受けられる。

今回、長期優良住宅については、住宅ローン

減税（右表参照）の減税幅が一般住宅に比べ

上限が100万円多い600万円と大幅に引き上げ

られた。

また、住宅ローンを借りないで長期住宅を

新築した場合は、性能を向上するためにかか

った費用の10％相当額が所得税額から控除さ

れるという優遇策が適用される。

その要件は、①居住用の住宅であること②

引渡しまたは工事完了から６カ月以内に居住

すること③床面積は50㎡以上④併用住宅の場

合は２分の１以上が居住用であること⑤借入

金の償還期間が10年以上であること⑥年収が

3,000万円以下であること等となっている。

認定を取得するには、①住宅供給事業者が

認定申請書、技術的審査依頼書、添付図書を

評価機関に提出②評価機関は住宅を審査して

適合証を発行③住宅供給事業者はこの適合証

と認定申請書、添付図書を所管行政庁（市町

村長または都道府県知事）に提出し、認定通

知書を交付してもらうことになる。

長期優良住宅の認定通知書を受けた住宅

は、前記の通り住宅ローン減税で最大600万

円までの控除を受けることができるほか、登

録免許税の引き下げや固定資産税の減額期間

の延長などの優遇措置も受けられる。

●長期優良住宅普及促進事業の受付け開始

国土交通省は６月４日から、長期優良住宅

普及促進事業の一環で、直近３年間の新築住

宅供給平均戸数54戸以下の事業者に対する補

助金交付申請の受付けを開始している。

この事業は、中小住宅生産者の長期優良住

長期優良住宅の認定基準概要（木造戸建住宅）
性能項目等

①構造の安定
【耐震性】

③劣化の軽減
【耐久性】

④維持管理への配慮
【維持管理・更新の容易性】

⑤温熱環境
【省エネルギー性】

居住環境

住戸面積

維持保全計画

概　要
・【耐震等級２以上】（耐震等級３の場合、下記の1.25倍は1.5倍に読替え）
・極めて稀に（数百年に一度程度）発生する地震（関東大震災の東京での揺れ（震度６強～震度７程
度）による力の1.25倍の力に対して倒壊、崩壊等しない程度。
・稀に（数十年に一度程度）発生する地震による力の1.25倍の力に対して損傷を生じない程度
・【劣化対策等級３】
プラスα１・床下及び小屋裏の点検を容易にするため、床下及び小屋裏の点検口を設置すること
プラスα２・床下点検時の移動を確保するため、床下空間の有効高さを330mm以上とすること
・【維持管理対策等級３】
・配管をコンクリート内に埋め込まない
・地中埋設管上にコンクリートを打設しない
・配水管の内面に凹凸・たわみがない
・配水管に掃除口又は清掃できるトラップ
・設備機器と給排水給湯管の接合部、給排水給湯管、ガス管のバルブ及びヘッダーの清掃・点検できる

・【省エネルギー対策等級４】（次世代省エネ基準と同程度）

○良好な景観の形成その他の地域における居住環境の維持及び向上に配慮されたものであること
・地区計画、景観計画、条例によるまちなみ等の計画、建築協定、景観協定等の区域内にある場合に
は、これらの内容と調和が図られること
○良好な居住水準を確保するために必要な規模を有すること
〔戸建て住宅〕75㎡以上（2人世帯の居住面床積）
※１階部分(基準階)の床面積が40㎡以上(階段部分を除く面積)
○建築時から将来を見据えて、定期的な点検・補修等に関する計画が策定されていること
・維持保全計画に記載すべき項目については、①構造耐力上主要な部分、②雨水の浸入を防止する部
分及び③給水・排水の設備について、点検の時期・内容を定めること
・少なくとも10年ごとに点検を実施すること

2009年からの住宅ローン減税
長期優良住宅

入居する年 控除対象借り入れ限度額 控除期間 控除率 最大控除額
（ローン残高限度額）

2009年 5000万円 600万円
2010年 5000万円 1.2％ 600万円
2011年 5000万円 10年 600万円
2012年 4000万円 400万円
2013年 3000万円

1.0％
300万円

一般の住宅

入居する年 控除対象借り入れ限度額 控除期間 控除率 最大控除額
（ローン残高限度額）

2009年 5000万円 500万円
2010年 5000万円 500万円
2011年 4000万円 10年 1.0％ 400万円
2012年 3000万円 300万円
2013年 2000万円 200万円

性
能
表
示
項
目
基
準
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宅への取り組みを促進するために、一定の要

件を満たす長期優良住宅の建設費の一部（上

限100万円、建設費用の１割以内）を、１事

業者当たり25戸を上限に補助する制度で、補

助戸数枠は先着順に5,000戸程度を設定して

いる。

●最長50年の住宅ローンを導入

長期優良住宅普及促進法の施行に伴い、住

宅金融支援機構は長期優良住宅の認定を受け

た住宅を対象に、最長50年の長期固定金利住

宅ローン「フラット50」を同法が施行された

６月４日から導入した。

従来の最長35年長期固定金利住宅ローン

「フラット35」から15年延長するもので、毎

月の返済額を軽減し、長期優良住宅の普及促

進につなげるのが狙い。

昨年５月に公布された改正省エネ法は、工

場などにおけるエネルギー管理を義務付けた

「省エネ法」を改正するもので、これまで大

規模工場に対してエネルギー管理を義務化し

ていたものを、事業者単位での管理を義務付

けることになった。

周知の通り、平成９年（1997）に採択され

た京都議定書において、我が国は温室効果ガ

ス排出量の６％削減を約束しており、この国

際的役割を果たすため、政府は「京都議定書

目標達成計画」（2005年４月閣議決定）に基

づいて地域温暖化対策を推進、昨年３月には

目標達成計画を全面的に改定し、追加対策や

それらを含めた新たな削減量を位置付けた。

今般、特に増加傾向にある業務その他部門、

家庭部門のエネルギー起源ＣＯ２の排出削減

を強力に進め、新たな削減目標を達成するた

め住宅・建築物分野では大規模な建築物の省

エネ措置が著しく不十分である場合の命令の

導入や一定の中小規模の建築物について、省

エネ措置の届出等の義務付けを柱とする「エ

ネルギーの使用の合理化に関する法律の一部

を改正する法律」が平成20年５月に成立した。

これにより、平成21年４月１日以降は、大

規模な建築物（床面積の合計が２,000㎡以上）

の建築時等における届出に係る省エネ措置が

著しく不十分である場合に、所管行政庁は変

更指示に従わない者に対し、公表に加えて指

示に係る措置をとることを命令することがで

きるようになり、また、住宅を建築し販売す

る事業者（住宅事業建築主）が新築する一戸

建ての住宅の省エネ性能の向上を促す措置が

導入された。

なお、来年（平成22年）４月１日以降は、

一定の中小規模の建築物（床面積の合計が

300㎡以上）について、新築・増改築時にお

ける省エネ措置の届出及び維持保全の状況が

義務付けられる。

今年４月１日から施行された改正省エネ法

の中で、住宅業界に影響があると思われるの

は、供給戸数が年間150戸以上の業者には、

５年後を期限とした住宅の省エネ性能の引き

上げを義務付け、達成できなければ命令など

の罰則の対象になることと、床面積300㎡以

上の住宅・建築物にも省エネ性能の届け出が

義務化（来年４月１日施行）されることであ

ろう。

省エネ措置を義務付ける建物の規模要件は

2,000㎡以上の大型マンションやビルなどは

平成18年４月から義務化されていたが、これ

が来年４月からは300㎡まで引き下げられる。

従来、省エネの取り組みに関する届け出の

提出義務は大規模な住宅や建築物を建築する

者などに課せられていたが、これを一定の中

小規模の住宅や建築物にも課すことにしたほ

か、事業者が新築する１戸建ての住宅の省エ

ネ性能の向上を促す措置も導入された。供給

する住宅について、断熱性能と高効率設備の

導入を誘導する目標が設けられた。

対象となる設備は、照明や冷暖房、給湯、

換気などエネルギーを使用する機器のほか太

陽光発電システムなどの創エネルギー設備等

規制範囲拡大し罰則強化

改正省エネルギー法
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だが、注文住宅にも省エネ性能強化が波及し

てくるものと思われる。

今回の改正省エネ法で、省エネ措置が実質

義務付けられるのは、分譲住宅を年間150戸

以上を供給する大手の戸建て建売業者が対象

で、供給戸数が年間150戸未満の分譲業者や

注文住宅中心の工務店等に対しての規制はな

いが、しかし確かな省エネ対策は急がれよう。

平成21年10月１日に施行になるのが「住宅

瑕疵担保履行法」。この法律は、平成17年に

発覚した構造計算書の耐震偽造事件が引き金

となっている。

こうした問題の再発を防止するために、万

が一同じような事件が発生したとしても、住

まい手が不利益をこうむることがないような

対策を講じようとするもの。つまり、つくり

手（売主）が倒産した場合でも、躯体と雨漏

りに関する部位で瑕疵（欠陥）が発生した際

に保険金か供託金を使って確実に補修を行え

るようにするのがポイントで、今年10月１日

以降に引き渡す新築住宅に「瑕疵担保責任保

険」の加入か保証金の「供託」が義務付けら

れる。

供託は年間の供給棟数に応じた額を10年間

法務局に預け置き、事業者が倒産や廃業等で

事業を継続していない時に瑕疵が発生した場

合は供託金から補修費用を出す仕組みで、一

方の保険は国が指定する保険法人との間で、

瑕疵が発覚した場合に保険金を支払う保険契

約を結ぶもの。どちらかで対応することも可

能だが、戸数に応じて両方で対応することも

できる。

ただ、保証金供託の場合は最低（対象が１

戸の場合）でも2,000万円が必要で、２戸目

以降は同法施行令で定められた計算方式によ

り加算される仕組みになっており、供給戸数

によっては億単位の供託金が必要になる場合

もあるが、しかしこの供託金は10年間の保証

期間が過ぎれば戻ってくることになるため、

瑕疵さえ発生しなければ、あるいは瑕疵を起

こさない自信がある事業者にとっては実質的

な出費はなく、供託した方がコストメリット

は大きいことになる。

●地域密着型の㈱住宅あんしん保証

一方、保険加入については、国土交通省は

昨年５月12日付で、瑕疵担保責任保険を提供

する保険法人として民間第１号の㈱住宅あん

しん保証と公益法人の住宅保証機構を保険法

人に指定、現在は５法人が国土交通大臣の指

定を受け業務を開始している。

木材・建材販売店やメーカー、商社など幅

広い株主構成で地域密着型の営業を展開して

いる㈱住宅あんしん保証（東京都中央区、峯

村榮社長）の場合、中小企業者向け（戸建て）

や共同住宅向けの新商品を次々と開発、取次

店も全国170店を超すまでに拡大させるなど

工務店層を含めた普及活動を行っている。

各取次店とはオンライン化したシステムが

導入されており、瞬時に入力した情報が本部

に送られ処理されるが、さらなる取次店ネット

ワークの展開を進め、申し込み窓口の十分な

確保を図るとともに、検査機関との連携拡充

により、より確かな体制に対処できるよう検

査員を全国にくまなく配置して、スムーズな瑕

疵担保義務化に対応させていく方針だ。

●労働安全衛生規則の一部が改正

なお、６月１日からは足場からの墜落防止

対策のため、足場などにさんや幅木、手すり

などの措置や点検を義務付けた労働安全衛生

規則の一部が改正された。

今回の改正では、わく組足場の場合は交さ

筋かいに加え、筋かいの下の隙間からの墜落

を防止するため「15㎝以上40㎝以下の“下さ

ん”とメッシュシートまたは15㎝以上の幅木

など」か「手すりわく＋メッシュシート」等

の設置を義務付けたほか、わく組以外の足場

では、高さ85㎝以上の手すり（現行75㎝以上）

や“中さん”等の設置が必要となった。

保険加入か保証金供託を義務付け

住宅瑕疵担保履行法
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平成21年5月の新設住宅着工

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅戸数　－利用関係別－

△は減

５月
対前月比 対前年同月比 ４月 ３月

平成21年

（戸） （％） （戸） （％）
２月

新　設　住　宅　計 62,805 △ 3,393 △ 5.1 △ 27,999 △ 30.8 66,198 66,628 62,303
建　築 公　　　　　　共 1,775 △ 307 △ 14.7 734 70.5 2,082 4,409 1,628
主　別 民　　　　　　間 61,030 △ 3,086 △ 4.8 △ 28,733 △ 32.0 64,116 62,219 60,675

持　　　　　　家 23,139 168 0.7 △ 4,055 △ 14.9 22,971 21,295 20,278
利　用 貸　　　　　　家 25,167 △ 1,095 △ 4.2 △ 12,566 △ 33.3 26,262 27,492 23,652
関係別 給与　住宅 1,433 △ 1,341 △ 48.3 713 99.0 2,774 1,930 815

分譲住宅 13,066 △ 1,125 △ 7.9 △ 12,091 △ 48.1 14,191 15,911 17,558
資金別 民間資金 55,586 △ 2,449 △ 4.2 △ 26,752 △ 32.5 58,035 56,829 55,797

公的資金 7,219 △ 944 △ 11.6 △ 1,247 △ 14.7 8,163 9,799 6,506
公営住宅 921 △ 327 △ 26.2 411 80.6 1,248 2,620 1,050
住宅金融機構融資住宅 2,700 △ 480 △ 15.1 △ 634 △ 19.0 3,180 2,871 2,524
都市再生機構建設住宅 405 △ 223 △ 35.5 328 426.0 628 601 283
その他の住宅 3,193 86 2.8 △ 1,352 △ 29.7 3,107 3,707 2,649

構造別 木　　　　　造 33,282 △ 90 △ 0.3 △ 9,447 △ 22.1 33,372 31,304 29,616
非　　木　　造 29,523 △ 3,303 △ 10.1 △ 18,552 △ 38.6 32,826 35,324 32,687
鉄骨鉄筋コンクリート造 475 △ 27 △ 5.4 △ 1,220 △ 72.0 502 552 576
鉄筋コンクリート造 16,551 △ 3,597 △ 17.9 △ 12,174 △ 42.4 20,148 23,442 19,808
鉄　骨　造 12,336 355 3.0 △ 5,126 △ 29.4 11,981 11,165 12,187
コンクリートブロック造 52 △ 42 △ 44.7 2 4.0 94 33 40
そ　　の　　他 109 8 7.9 △ 34 △ 23.8 101 132 76

利用関係別 合計 対前月比 持家 対前月比 貸家 対前月比 給与 対前月比 分譲 対前月比
対前年同月比 対前年同月比 対前年同月比 住宅 対前年同月比 住宅 対前年同月比

戸 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％
木造 6,686 △ 148 △ 2.2 1,989 △ 108 △ 5.2 3,839 64 1.7 4 △ 13 △ 76.5 854 △ 115 △ 11.9

△ 1,720 △ 20.5 △ 432 △ 17.8 △ 634 △ 14.2 △ 4 △ 50.0 △ 650 △ 43.2

プレハブ新設住宅戸数　－構造別・利用関係別－

構造別 戸
対前月比 対前年同月比

利用関係別 戸
対前月比 対前年同月比

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）
合計 9,840 791 8.7 △ 2,893 △ 22.7 持家 4,019 167 4.3 △ 899 △ 18.3
木造 940 △ 6 △ 0.6 △ 381 △ 28.8 貸家 5,443 593 12.2 △ 1,798 △ 24.8

鉄筋コンクリート造 531 391 279.3 259 95.2 給与住宅 172 64 59.3 75 77.3
鉄骨造 8,369 406 5.1 △ 2,771 △ 24.9 分譲住宅 206 △ 33 △ 13.8 △ 271 △ 56.8

国土交通省が発表した平成21年５月の新設

住宅着工戸数（上表参照）は前年同月比30.8％

減の６万2,805戸で６ヵ月連続の減少、持ち

家、貸家、分譲住宅ともに２ケタのマイナス

となった。

前月比では5.1％減、戸数では3,393戸の減、

３月に比べると5.7％減、同3,823戸のマイナ

スで、戸数としては今年２月の６万2,303戸

に次ぐ過去２番目の少なさだった。

利用関係別では持ち家は前年同月比14.9％

減の２万3,139戸で８ヵ月連続の減少、貸家

は同33.3％減の２万5,167戸で６ヵ月連続のマ

イナス、分譲住宅は同48.1％減の１万3,066戸

で６ヵ月連続減、うちマンションは同60.3％

減の6,130戸の大幅減で５ヵ月連続減、戸建

ては同27.9％減の6,888戸で８ヵ月連続のマイ

ナスとなった。

工法別ではプレハブが同22.7％減の9,840戸

で７ヵ月連続の減少、２×４は同20.5％減の

6,686戸で６ヵ月連続の減少だった。
※新設住宅着工表は本号より、国土交通省「建築着工統計」を基
に、建材マンスリー編集室にて集計したものに変更致しました。

6ヵ月連続減の62,805戸
5月の新設住宅着工
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